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だろう。ここでの CCP は，平成22年 4 月 1 日施行の「資金決済に関する法
律」において，「為替取引に係る債権債務の清算のため，債務の引受け，更改
その他の方法により，銀行等の間で生じた為替取引に基づく債務を負担するこ





















給与振込を除く 1 件 1 億円以上の内国為替取引（平成23年11月から）および外国為替円決済制
度では， 1 件ごとに直ちに振り替える仕組みである RTGS（即時グロス決済）方式が採用されて
いるので，CCP による清算手続きを経て一定の時間に決済する方式（時点ネット決済方式）は，
































































































































































































































































































































改める旨が提案されており（第24- 3 - ⑵），債権譲渡と同様，登記に一元化する
































































































平成24年 6 月19日法制審議会民法（債権関係）部会第 2 分科会第 4 回会議の高須順一幹事の発
言（同議事録18頁）。



















































































のである」（最二小判平成24・ 5 ・28民集66巻 7 号3123頁）とする（ただし，本判決は結論とし


























































































































７ 　む す び
　交互計算に強い担保的効力を認めることについては有力な批判があり，立法
論として，交互計算当事者の債権者は，期中において当該差押えの時点におけ
る残高を差押え，転付命令を得ることが可能であることを明定するとともに，
その差引計算の範囲を明らかにするための規定を置くことが望ましいとする提
案がされている。これを勘案すれば，担保的という面では交互計算と同様の機
能を有する「三面更改」について，その第三者効力が認められる範囲を CCP
を利用した集中決済に限定して，これを容認することが考えられ，その合理性
は，前述の CCP の利用目的からして，是認してよいだろう。
　CCP を利用した集中決済以外について，同様の規律が要請されるかどうか
は，それぞれの制度目的等から個別に検討していく必要があると思われるが，
第三者対抗要件が要求されているとしても，それほど強い効力を必要とされな
いように思われる。そうすると，三面更改という仕組みは民法上の制度として
これを検討するよりも，業法ないし特定の取引を対象にした特別法レベルにお
ける私法規律の問題として引き続き検討するのが適当なのではなかろうか。
（41　）
（42　）
集中決済機関［CCP］を利用した決済の規定化（渡邊）
（81）　81
神作裕之「私法学会シンポジウム・商法の改正・報告Ⅲ交互計算・匿名組合──商行為法と金
融法の交錯」NBL935号29頁（2010年）。
三面更改の原型である一人計算について，決済を安定させることを目的とするのであれば，社
会的必要性を見極めた上で立法によって行われるべきであり，新しい概念を民法上に用意し，従
来の債権に応答する新しい債権を作り出すだすという点に当事者の意思はないとして，これを批
判する立場がある（深川裕佳『多数当事者間相殺の研究──三者間相殺からマルチラテラル・ネ
ッティングへ』193頁参照（2012年，信山社））。
（41）
（42）
